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結びにかえて
はじめに
インターネット取引は、国内商取引においても市場規模を拡大してい
る。経済産業省が発表した「平成20年度我が国の IT利活用に関する調査
研究事業（電子商取引に関する市場調査）報
(１)
告書」によれば、インターネッ
トを利用した企業間（B to B）電子商取引（EC）は2008年度において約
159兆円であり、2007年のアメリカ合衆国の104兆円（前年比8．7％増）を上
回っている。また、消費者向け電子商取引（B to C EC）は、6．9兆円（前
年比13．9％増）であった。
我が国では B to B ECの占める割合が高いものの、最近では B to C EC
も急激な成長を見せていることがうかがわれる。
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(１) http://www.meti.go.jp/policy/it policy/statistics/outlook/h20houkoku.
pdf
また、この現状をうけて、「電子商取引及び情報財取引等に関する準則」
（経済産業省）（平成14年から18年までは「電子商取引に関する準則」であった）
も毎年改訂され、消費者が安全に電子商取引等に関する様々な法的問題点
について、関係国内法規の解釈のための指針を提供している。
2007年（平成19年）の準則には、「Ⅰ―４ 越境取引」という項目が設
けられ、国際的な問題への言及が見ら
(２)
れる。
その一方で、国際的な電子商取引については、統計は見当たらないよう
である。現状で電子商取引は、経済のグローバル化を牽引する手段として
期待される一方で、その国際的な展開には数多くの問題がある。使用言
語、国際物流、国際的代金決済、商慣行等が越えなければならない大きな
障害として存在しているのである。とりわけ消費者の信頼と信用を獲得す
るための技術の発展が、期待されるところである。また、同時に、電子商
取引に関する紛争解決システムの整備も必要である。
その第一歩として、電子商取引における国際裁判管轄の問題を取り上げ
る。この分野においては、アメリカ合衆国における判例の発展には顕著な
ものがあり、わが国の電子商取引紛争解決の進むべき方向に示唆を与える
点が少なくないと思われる。もちろん、大陸法の伝統の下にある日本法
と、異なる体系のアメリカ法とを安易に比較することは、木に竹を接ぐと
同じことと批判されるおそれもある。しかしながら、近年のわが国の国際
裁判管轄に関する判例、法理論は、アメリカ法との類似性をうかがわせる
展開を示しており、さらに、電子商取引の先進国として、その分野におけ
る判例の蓄積をもつアメリカ法は、わが国のインターネット取引に対する
裁判管轄の検討するにあたり考慮すべき対象といえる。
(２) Ⅰ―4 越境取引（以下に、項目を引用する。）
Ⅰ―4―１ 当事者による法選択がない場合の準拠法
Ⅰ―4―2 越境取引における消費者保護法規
Ⅰ―4―3 インターネット上の不法行為と準拠法
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１ アメリカ合衆国の裁判管轄理論
アメリカ合衆国においては、州の裁判管轄権に関する規定をロング・ア
ーム法というニックネームで呼んだことに象徴されるように、裁判管轄権
を拡大する方向を示す時期があった。圧倒的な経済力と軍事力を誇り、世
界の警察官として他の諸国をリードしてきた時代背景にあっては、海外の
被告をアメリカ合衆国の裁判所に服せしめ、アメリカ法に基づいて裁判を
行うことが往々にして行われた。
しかし、アメリカ経済が停滞する中で他の国々が経済力をもちはじめ、
経済大国であったアメリカ合衆国とこれらの国との間で互角の競争状態が
うまれると、アメリカ流の解決は、これらの国々との間で様々な軋轢を引
き起こした。インターネットに関わる最近の例は、Yahoo事件に見られ
るフランス法との対立である。Yahoo
(３)
事件は、Yahooのオークションサ
イトにナチの記念品が出品されていたことに端を発する。フランスの反ナ
チ人権団体は、ナチ関連品等の展示を禁止するフランス法を根拠に、
Yahooアメリカのネットオークション・サイトの展示からナチ関連品を
すべて削除すること、フランスからYahooアメリカへのアクセスを拒絶
する措置をとることを求めて提訴した。フランスにおいて、この請求は認
められた。これを受けて、Yahoo社は、かかるフランス判決はアメリカ
憲法の保障する表現の自由を制限するもので認めることはできないとし
て、アメリカで訴訟を提起し、フランス裁判所と真っ向から対立すること
になった。フランス裁判所の立場は、消費者がフランス国内でウェブサイ
(３) Yahoo!, Inc. v. La Ligue Contre Le Racisme Et L’Antise?mitisme, 169F.
Supp.2d1181（N.D.Ca.2001）,rev’d on other grounds,379F.3d1120（9?Cir.
2004),reh’g granted en banc,399F.3d1010(9th Cir.2005).この判決の詳細につ
いては、伊藤敬也「サイバースペースの秩序と国際的秩序」青山社会科学紀要30巻
２号91頁以降（2002年）を参照。
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トを閲覧しフランス法に反するナチ物品を目にすることができるというこ
とは、外国（アメリカ合衆国）における行為に由来する結果がフランス国
内で発生していることを意味し、これに基づいて（効果発生地である）フ
ランス裁判所の裁判管轄権が肯定されるというものである。
これに対して、合衆国裁判所は、フランス裁判所の原告である人権団体
はYahooアメリカに対して活動の差止を求めており、これはアメリカ合
衆国の裁判所を意図的に利用した（purposefully availed themselves of the
 
forum state）ことになるので、合衆国裁判所の裁判管轄が認められると認
定した。ここにおいて、両国の国際裁判管轄権が競合する事態となったの
で
(４)
ある。ここで、アメリカ合衆国における裁判管轄権の考え方をまとめて
おこう。一般事件における裁判管轄理論の展開が、インターネット事案に
おける裁判管轄権の展開に反映されており、両者が密接な関連性をもって
いるからである。
(１) 裁判管轄理論の歴史的展開（適正手続による制限）
アメリカ合衆国の裁判管轄理論は、1877年のペノイヤー
(５)
判決に始まる。
(４) Yahoo事件よりはるか以前に、連邦最高裁が自国管轄権と外国の管轄権とを
天秤にかけて検討し、自国の管轄権を否定する事例があった。著名なアサヒ・メタ
ル事件である。これは、日本の部品メーカーが台湾に向けてタイヤ用のバルブを輸
出し、これを組み入れたタイヤを台湾のメーカーをアメリカに輸出したところ、こ
のタイヤがパンクして事故を発生させたためにカリフォルニア州において製造物責
任の訴訟が提起された。同州の訴訟においては、タイヤメーカーは損害賠償責任を
認めたため、台湾メーカーの日本メーカーに対する求償訴訟だけが争われることに
なった。
カリフォルニア州の裁判所は、日本メーカーが同州の裁判管轄権に服すことにな
るか否かを検討し、結果的に同州の管轄権を否定した．その理由は、日本の業者
は、カリフォルニア州における事故の発生まで予測することはできなかった、とい
うものであった。Asahi Metal Indus.Co.v.Superior Court of Cal.,480U.S.102,
105(1987).
(５) Pennoyer v.Neff,95U.S.714(1877) 同判決については、英米判例百選（第
３版）160頁以下で紹介されている。
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この事件は、オレゴン州の弁護士が原告としてNeffに対し弁護士報酬の
取り立てのために提起した訴訟に由来する。当時Neffはオレゴン州に不
動産を有していたが、同州の市民でもなく、居住者でもなかった。しかし、
Neffに対する訴訟は、オレゴン州法にしたがって、新聞での公示送達に
よって開始され、欠席判決が下された。この不動産は本件の Pennoyerに
売却された。この訴訟から９年後、Neffが原告となって被告 Pennoyer
に対し、原判決の無効を主張したのである。争点は、原判決において、オ
レゴン州がNeffについて裁判管轄権を有していたか否かであった。
連邦最高裁は、国際法と抵触法の原則の下で、属地主義の原則が裁判管
轄権を支配するとした。すなわち、「各裁判所（tribunal）の権限は、それ
が設立された州の領域によって限定を受ける。この領域を超えて権限を行
使する試みは当裁判所において示されてきたとおり、他の法廷地におい
て、違法な力の行使とみなされ、単なる乱用にすぎないとして制限さ
(６)
れる」のである。当時のコモン・ローの原則の下では、被告を逮捕して裁
判所の custodyに服せしめることによって判決が執行されるのであり、
被告に対する裁判管轄権の行使には被告を拘束することが必要であ
(７)
った。
これが、「物理的存在」（physical presence）の理論である。これによれば、
被告が自ら法廷地に所在し、あるいは財産を有しているときには被告に対
する裁判管轄権が正当化されるのであった。
後の判例において確立された原則は、州の裁判管轄権を制約するのは連
邦憲法修正第14条の適正手続である、というものである。しかし、Pen-
noyer判決の当時は、主としてコモンローによる制約が議論された。そし
て、そのコモンローの制約は、当時の国際法の原則であるとされて
(８)
いた。
(６) Id.st 720.
(７) Pennoyer判決から40年後のMcDonald v.Mabee判決（243U.S.90（1917））
においても、次のとおりの判示が見られる。“The foundation of jurisdiction is
 
physical power”at 91
(８) Patrick J.Borchers,Comparing Personal Jurisdiction in the United States
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これを受けて、上述のとおり、Pennoyer最高裁判決は、国際法の領土主
権をベースに、被告が法廷地たる州に物理的に存在していることを管轄権
行使の根拠としたのである。なお、Pennoyer判決で Field判事は、その
傍論において、修正14条の適正手続
(９)
条項に言及して裁判管轄権を判断すべ
きことを述べているものの、判決の基調とはならなかった。
(２) International Shoe Co.v.Washington
(10)
判決
Pennoyer判決の物理的存在理論は、州際通商の高まり、通信・交通手
段の発達により十分に機能しないことが次第に明らかになった。法廷地に
なんらの営業拠点をももたずにビジネスを行う他州法人、外国法人に対し
て裁判管轄権を行使するための理由を、「物理的存在理論」では説明でき
なくなったからである。なお、アメリカ合衆国においては、その裁判管轄
権に関する規則は州法に見いだされる。本来連邦法を扱う連邦裁判所にお
いて、原告と被告の属する州が異なる州籍相違を理由とする事件（diver-
sity of citizenship case）では、第１審の地方裁判所の所属する州の管轄規
and the European Community:Lessons for American Reform,40 Am.J.Comp.
L.121,123 (1992）（Pennoyer判決当時の最高裁は、国際法から導かれるコモン
ロー（他州市民に対する管轄権についての判例原則）によって裁判管轄権を判断し
ていた。）同旨 Roger H.Trangsrud,The Federal Common Law of Personal
 
Jurisdiction, 57 Geo. Wash.L.Rev. 849, 852,871-876 (1989 ).この見解が、当
時のオランダの国際法学者の強い影響を受けていたことについて、James Wein-
stein,The Dutch Influence on the Conception of Judicial Jurisdiction in 19th
 
Century America, 38 Am. J. Comp. L. 73, 74-85 (1990）参照。
州の裁判管轄権を考えるにあたり、当時は、各州は、いわば主権国家と同じ地位
をもつものと考えられ、州の裁判管轄権の限界を画定するのは国際法であると考え
ていたことによるものと思われる。Jay Conison,What Does Due Process Have to
 
Do With Jurisdiction?, 46 Rutgers L. Rev. 1071, 1104 (1994).
(９) 修正14条の適正手続条項が憲法に加えられたのは、1868年であり、Pennoyer
判決に先行していた。
(10) 326U.S.310(1945).この判決は、英米判例百選（第３版）162頁以下で紹介さ
れている。
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定が用いられる。そして、各州は、基本的には独自の裁判管轄規則を有し
て
(11)
いる。州外の被告に対して管轄権を及ぼすために、doing business法が
各州で設けられた時代がある。州外の被告であっても、法廷地で doing
 
businessと認定されると、被告は州内に存在するとみなされ、物理的存
在を理由に管轄権を行使するというものである。しかし、被告が州内で
doing businessにあったと認定するにあたっては、継続的な活動が必要と
され、この要件をみたさない州外の被告に対して管轄権が行使されること
にはならなかった。他方で、州外被告に対する裁判管轄権行使の必要性は
増し、新たな理論的根拠が必要とされるときに出てきたのが、1945年の
International Shoe Co.v.Washington判決である。
原告ワシントン州は、州失業保険の基金を州内で営業活動をする州外法
人からも徴収していたところ、ミズーリ州セントルイスに本拠を置き、デ
ラウェア州法に基づいて設立された被告会社は、ワシントン州内では営業
活動をしていないと主張して、失業保険基金を納税しなかった。被告は、
靴の製造販売を行う会社であるが、ワシントン州では靴を製造せず、被告
のセールスマンがワシントン州内で注文をとっていたにすぎなかった。注
文はセントルイスに送られ、本社から顧客に郵送されてくるという販売方
法がとられていた。
本件で問題になったのは、被告のワシントン州における活動を理由に同
州の裁判管轄権を行使することが連邦憲法第14修正の適正手続に反するか
どうかである。
最高裁は、まず、Pennoyer判決の物理的存在理論を踏まえつつ、次の
とおり判示した。
?歴史的には、対人判決を下す裁判所の管轄権は、裁判所が被告の身体に
及ぼしうる事実上の権限に基づいている。したがって、被告に対人管轄権を
(11) 裁判管轄権は、対人管轄権（personal  jurisdiction）、対物管轄権（jurisdic-
tion in rem）、準対物管轄権（jurisdiction quasi in rem）に分類される。このう
ち、電子商取引との関連で問題になるのは、対人管轄権である。
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行使するためには、被告が裁判所の管轄区域内に存在することが必要であっ
た。
しかし、今日では応訴のための逮捕状（capitas ad respondendum）は、
召喚状その他の通知に道を譲っているので、被告を対人管轄権に服させると
きに適正手続条項が要求するのは、たとえ被告が管轄区域内に存在しなくて
も、訴訟の維持が『伝統的なフェアプレイと実質的正義の概念』に反しない
限度において、被告が州と最小限の関連（minimum contact）を有する、
ということだけで
(12)
ある。」
最高裁の述べた原則は、「最小限の関連」理論と呼ばれ、doing
(13)
business法のもとでは被告の州内での取引の「量」が問われていたので
あるが、これを変更し、取引の「質」を問うようになったのである。
この判決を受けて、州の裁判管轄権をあらたに定める法律が各州で次々
と制定され、ロング・アーム法と呼ばれるようにな
(14)
った。
裁判管轄権が争われたときには、裁判所は、まずロング・アーム法に基
づいて判断する。
次に、管轄権の行使が連邦憲法の適正手続（due process）に合致するこ
とを審査する。裁判管轄権に関する判例は、この適正手続の解釈をめぐっ
て展開されてきたのである。すなわち、被告と法廷地たる州との間に「最
小限の関連」（minimum contacts）がなければならないところ、何をもっ
て最小限の関連とするかが時代とともに変化してきたのである。「最小限
の関連」の解釈をめぐって、膨大な判例が集積していった。
(12) 326U.S.at316.
(13) 被告が州内で営業活動（doing business）を行っていることを根拠に、当該被
告に州の裁判管轄権を行使する。
(14) ロング・アーム法の制定に至るまでの状況については、Developments in the
 
Law---State Court Jurisdiction,73Harv.L.Rev.911,919-23（1960） が詳し
い。また、江泉「アメリカ合衆国における対人管轄権とロング・アーム法」早稲田
大学法研論集12号25頁以下（1975）参照。州の裁判管轄規則は、多くの場合、民事
訴訟規則の中に盛りこまれているが、アメリカ法の慣例として、個別の規定であっ
ても呼び方として「～法」と単独法であるかのようにいうことがあり、裁判管轄に
ついての規定は、一般に「ロング・アーム法」と称されている。
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その中で、管轄権を一般管轄権（general jurisdiction）と特定管轄権
（specific jurisdiction）に分け、法廷地（州）での被告の活動によって両者
を使い分けるようになった。すなわち、前者は法廷地で行った被告の活動
が継続的かつ組織的であるときには、あらゆる訴訟原因について被告を法
廷地での訴訟に服させることができるとする。後者は、被告の法廷地での
活動から訴訟原因が生じているときには、当該の訴訟原因について裁判が
行われても被告に対して不当とはいえないとする。特定管轄権について
は、被告と法廷地との間の「最小限の関連」は、①被告が法廷地と充分な
関連を有しており、法廷地から利益を上げ、あるいは法廷地法の保護を受
けている（purposeful availment）こと、②訴訟原因が、法廷地内での被告
の活動から生じていること（arising out of）、③管轄権の行使が公平で合
理的であること（fairness and reasonable）が求められた。この点は、後述
するように、インターネット事案の裁判管轄理論の基礎に深く関わるた
め、最高裁判例の発展を簡単に紹介することにする。
(３)“意図的利用”―World-Wide VolkswagenCorp.判決、Burger King
判決およびAsahi Metal判決
被告と法廷地との間に一定の関連があり、特定管轄権が認められうる場
合であっても、被告と法廷地との関連が偶発的なものにすぎないときに
は、裁判管轄権の行使は不当であるとする一連の判例が
(15)
ある。
World-Wide Volkswagen Corp.v.Woodson（1980）
(16)
判決は、外国製自
動車の製造者、ディーラー等の責任を問う事案である。原告はニューヨー
クに居住している時に同州で自動車を購入し、これに乗って他州へ移住す
(15) 先駆けとなった判決は、Hanson v.Denckla,357U.S.235(1958）である。信
託財産の譲渡の有効性がフロリダ州で争われた事案で、問題の財産は州外にあり、
被告も州外に居住していたため、同州の裁判管轄権が問題となった。被告らがフロ
リダ州の法律による保護と利益を受けていないため、最小限の関連を構成しないと
判断された。
(16) 444U.S.286(1980).
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るためにオクラホマ州を通過中、同州で他の車に追突されたことによって
本件自動車が炎上して負傷したため、自動車の設計に欠陥があると主張し
て被告らに対してオクラホマ州で製造物責任訴訟を提起した。
被告の外国製造者およびニューヨーク州のディーラー、販売業者は、自
動車をアメリカ国内の通商の流れ（stream of commerce）に乗せたものの、
事故の発生したオクラホマ州において一切の営業活動をしておらず、同州
における交通事故は偶然の結果であるとして裁判管轄権を争った。
最高裁の多数判決は、一連の判決に触れつつ、管轄権の行使が連邦憲法
の適正手続に合致するか否かの判断において、被告の予見可能性（fore-
seeability）が問われるところ、被告の製品が法廷地に入ってくる可能性
（likelyhood）だけでは不十分であり、被告の側に法廷地で裁判に服すこと
を予期させるだけの行為と関係が法廷地との間に存在しなければならな
い、とする。その上で、被告が「法廷地州内において活動を行う特権を意
図的に利用
(17)
する」ことによって、被告に法廷地での訴訟の予見可能性が生
じ、被告に対する公平が生まれると判断するのである。
Burger King v Rudzewicz
(18)
判決も、「意図的利用」という視点を取り入
れて、対人管轄権の行使に対して制限を加える方向を示している。これ
は、フロリダ州法人の Burger Kingとの間で締結されたフランチャイズ
契約に基づいてミシガン州でレストランを開設することになった被告らの
契約違反を理由とする訴訟がフロリダ州で提起され、被告が同州の管轄権
を争ったものである。
この事件では、ミシガン州市民の被告は原告 Burger Kingと契約を締
結するに当たって、積極的にフロリダ州の原告本部と交渉しており、最高
裁は、この点をとらえて、（被告はフロリダ州に事務所をもたず、同州を訪れ
(17) “purposefully avails itself of the privilege of conducting activities within
 
the forum State.”この要件は、Hanson v.Denckla,判決（357U.S.235（1958）
において初めて登場した（at 253）。
(18) 471U.S.462（1985).
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たこともないが）本件紛争はフロリダ州と深い関係のある契約から生じた
ものであること、被告はあえて地元のミシガン州ではなくフロリダ州の原
告との契約を希望して全国的な展開をする原告との契約を求めたこと、長
期の契約を原告と締結することで自らの事業を行おうとしたことを考慮す
ると、被告の「意図的利用」が認定できると判示した。
Asahi Metal Indus.Co.v.Superior Court of California
(19)
判決も、「通商
の流れ」と「意図的利用」の観点で対人管轄権の行使に制限を加えるもの
である。
日本法人のアサヒ・メタルは各種タイヤのバルブを製造し、台湾の
Cheng Shin社を含む海外のタイヤメーカーに供給していた。Cheng Shin
社の製品は、カリフォルニア州に輸出され、同社のタイヤを装着したオー
トバイがタイヤの急激な減圧により事故を起こしたとして、同州において
Cheng Shin社が製造物責任を問われることになった。その訴訟において、
Cheng Shin社は、アサヒ・メタルに対して賠償を求める交差訴状を提出
したため、アサヒ・メタルに対してカリフォルニア州の裁判管轄権が認め
られるかが争われることになった。
最高裁の判決は、「意図的利用」があるというためには、通商の流れに
商品を乗せることだけでは十分ではなく、法廷地たる州の市場に向けた意
図あるいは目的をしめす付加的な被告の行為がなければならないとする。
その例として、法廷地州の市場に合致した製品の設計、法廷地州における
広告、法廷地州の顧客に対して定期的にアドヴァイスを提供するチャンネ
ルを設けること、法廷地州で販売代理店となることに同意したディストリ
ビューターを通じて製品を市場で販売することが挙げられて
(20)
いる。
(19) 480U.S.102（1987).この判決について、松岡博『アメリカ国際私法・国際取
引法判例研究』24頁以下（大阪大学出版会 2010）が判決を翻訳し、解説を加えて
いる。
(20) Id.at 112.
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(４) 効果の発生を理由とする裁判管轄
法廷地外の行為によって法廷地内に効果が生じたときに、効果の発生を
根拠に裁判管轄を認めようとする見解が
(21)
ある。Calder v. Jones
(22)
判決であ
る。
カリフォルニア州に居住する原告が同州の裁判所に提起した文書による
名誉毀損（libel）の損害賠償請求事件である。問題の記事は、カリフォル
ニア州で販売されている雑誌“National Enquirer”に登載されていたの
であり、原告は、雑誌の発行者と併せて、本件記事を執筆した者および編
集者をも被告としたが、これらの者はフロリダ州に居住していたのであ
る。州外の被告らに対しカリフォルニア州が行使する管轄権が適正手続に
反しないか、が問われた。というのも、被告らは、問題の雑誌をカリフォ
ルニア州で流布させることを意図していなかったからである。
カリフォルニア州の民事裁判管轄の
(23)
規定は、極めてシンプルであり、連
邦憲法および州憲法に反しないいかなる原因に基づいても管轄権を行使す
ることができると定める。しかし、一見するときわめて革新的な表現をと
っているが、基本的には他州と大差のない管轄権を行使している。
連邦最高裁は、Calder判決においてカリフォルニア州の裁判管轄権の
行使を正当と判断するにあたって、次のように述べている。
(21) Gray v.American Radiator & Sanitary Corp.,176N.E.2d 761（Ill. Sup.
1961）が好例である。イリノイ州ロング・アーム法の基づいて、同州で温水器の破
裂によって被害を受けた原告が損害賠償を求めた事案で、破裂の原因となった安全
バルブを製造したオハイオ州法人に対する裁判管轄が問題となった。この被告は、
オハイオ州で当該安全バルブを製造し、それがイリノイ州外で別の被告により温水
器に組み込まれたのであるが、損害が発生したのがイリノイ州であるため、同州ロ
ングアーム法でいう「州内における不法な行為（commits a tortious act within
 
this State）に当たるかが問われた。同州最高裁は、管轄権を認めた。
(22) 465U.S.783(1984).
(23) Cal.Code of Civil Procedure?410.10Jurisdiction exercisable
 
A court of this state may exercise jurisdiction on any basis not inconsistent
 
with the Constitution of this state or of the United States.
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原告の主張する文書誹毀の記事は、カリフォルニア州に居住する者の同州
内での活動にかかわるものであった。原告はカリフォルニア州に拠点をおい
てテレビで活動するエンターテナーであり、記事は原告の仕事を批判する内
容であった。
記事は、カリフォルニア州での取材に基づいて執筆され、原告に生じた損
害は、精神的な消耗、仕事上の評判の低下というかたちで、カリフォルニア
州で発生した。要するに、カリフォルニア州が、記事と損害の双方において
中心となっていたのである。
フロリダ州での行為の「効果」がカリフォルニア州において発生したとい
う理由に基づき、カリフォルニア州が被告らに対して管轄権を適正に行使し
うるので
(24)
ある。
また、被告側の抗弁、つまり被告らのフロリダ州での行為がカリフォル
ニア州において損害を生ぜしめることが予見可能であったというだけでは
管轄権を正当化できない、被告らは当該雑誌の販売方針、あるいは流通に
ついてコントロールを及ぼしうる地位になかったので管轄権をみとめるべ
きでない、について、裁判所は、次のとおり判示した。
被告らは、目標を定めずになされた過失について責任を問われているので
はない。その意図的で、かつ原告からみれば不法な行為は、カリフォルニア
州を明らかに狙ったものであった。被告らは、原告の評判をおとしめる可能
性を知りつつ記事を書き、編集したのであり、原告の被害の多くは原告が現
に居住し働いている州で発生することを知っていた。また、同州で本件雑誌
が最も多く流布していたのである。このような状況においては、被告らは、
「同州の裁判所に呼び出されることを合理的に予測して」いなければならな
いので
(25)
ある。
Calder判決は、雑誌記事による名誉毀損事件であるが、後のインター
ネット関係の事件で多く引用される先例となった。「意図的利用」（pur-
poseful availment）の要件を重視し、それを法廷地内で発生した「効果」
（effect）から推定するのである。
(24) Id. at 788-89 .
(25) Id. at 789 -90.
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ここで取り上げた一連の最高裁判決は、拡大した対人管轄権を、被告と
原告双方の利益を調整しながら、一定の範囲で制約しようとするものであ
る。次章では、この制約の理論がインターネット関係の事案で判例の中に
採り入れられていることを明らかにする。
２ インターネット関係事件における裁判管轄理論
―アメリカ合衆国の場合
インターネットという全く新しい通信手段が出現し、これが州際取引に
活用されることになったため、従来からの理論をインターネットにあわせ
て変容させることが求められて
(26)
きた。とりわけ、特定管轄権をインターネ
ット事例に対応させることが検討され始めたので
(27)
ある。
(１) Zippo判決
インターネット関連の裁判管轄問題にひとつの解決を与えたのが、イン
ターネットで用いるドメインネームと商標との抵触に関する Zippo Man-
ufacturing Co.v.Zippo Dot Com,Inc.
(28)
判決である。この判決は、管轄権
(26) この変容の先駆けをなすものとして、例えば、Calder v. Jones判決、Keeton
 
v.Hustler Magazine,Inc.,465U.S.770(1984）をあげることができるであろう。
これらは、いずれも新聞、雑誌による名誉毀損事件であり、伝統的な不法行為の類
型に入るものではあるが、その考え方はインターネットを介した紛争にも応用でき
るものであった。
(27) 既存の理論をインターネット関連の事件に適用することに問題はないとする見
解として、Allan R.Stein,The Unexceptional Problem of Jurisdiction in Cyber-
space, 32 INT’L LAW. 1167 (1998);Mary Twitchell, Why We Keep Doing
 
Business with Doing-Business Jurisdiction, 2001 U. CHI. LEGAL F. 171
(2001);他方で、既存の管轄理論をインターネット事例に適用することには問題
があるとする見解もある。例えば、William S. Byassee, Jurisdiction of Cyber-
space: Applying Real World Precedent to the Virtual Community, 30 WAKE
 
FOREST L. REV. 197 (1995）； Martin H.Redish,Of New Wine and Old
 
Bottles: Personal Jurisdiction, the Internet, and the Nature of Constitutional
 
Evolution, 38 JURIMETRICS J. 575 (1998).
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の判断にあたりあたらしい基準を打ち立てた。スライディング・スケー
ル・テストと呼ばれ、この基準を採用する判例が少なく
(29)
ない。
Zippo判決は、まさにインターネットを介した被告の活動が管轄原因と
なるかを問題にするものである。その際に、インターネットという新しい
通信媒体を管轄判断に組み入れるにあたって、従来とは異なる管轄概念を
用いることはしなかった。既存の管轄規則（ペンシルヴェニア州法参照）の
もとで、判断するという途を選んだ。
この事件は、タバコ用のライターを製造販売する原告が、商標として
Zippoを使用していたところ、被告（インターネットを利用して会員に様々
な情報を提供することを業としていた。）がそのドメインネームとして
zippo.com、zippo.net、および zipponews.comを登録
(30)
したため、原告の
商標と被告のドメインネームの抵触が生じたことに由来する。
原告は、登録商標の存在を理由にドメインネームとしての zippoの使用
差止と損害の賠償を求めて、本店の所在するペンシルヴァニア州におい
て、カリフォルニア州法人の被告を訴えたところ、被告はペンシルヴァニ
ア州の裁判管轄権を争った。
裁判所は、ペンシルヴェニア州の管轄権について判断するにあたり、被
(28) 952F.Supp.1119(W.D.Pa.1997).
(29) 例えば、ALS Scan,Inc.v.Digital Service Consultations,Inc.,293F.3d.707
(4?Cir. 2002); Mink v. AAAA Dev. LLC, 190 F. 3d 333 (5?Cir. 1999);
Cybersell, Inc.v.Cybersell, Inc.,130F.3d 414(9?Cir.1997);Soma Medical
 
International v.Standard Chartered Bank,196F.3d1292(10?Cir.1999);Toys
”R”Us, Inc. v. Step Two, S. A., 318F.3d 446(3d Cir. 2003);Cadle Co. v.
Schlichtman,123F.App’x 675(6?Cir.2005);Gator.com Corp.v.L.L.Bean,
Inc.,341F.3d1072(9?Cir.2003);Revel v.Lidov,317F.3d467(5?Cir.2002);
Revell v.Lidov,317F.3d467(5?Cir.2002);Neogen Corp.v.Neogen Screening,
Inc., 282 F. 3d 883 (6?Cir. 2002); Multi-Tech Systems, Inc. v. VocalTec
 
Communications,Inc.,122F.Supp.2d 1223(S.D.Fla.2000).
(30) ドメインネームの登録にあたっては、商標登録があるか否かは問題にされな
い。最初にドメインネームとして出願した者がインターネットのアドレスとして利
用することができる。
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告がウェブサイト（ホームページ）を同州で運用していることが「最小限
の関連」となるか否かを検討する。被告が管理するサーバーは、アメリカ
合衆国国内のみならず、世界中からインターネットを介してアクセスする
ことが可能である。このインターネットの特性を利用してホームページが
開設されるのであり、開設者はインターネットを利用したビジネスを世界
的に展開することも可能になる。その展開先にはペンシルヴェニア州も含
まれる。
被告はカリフォルニア州に所在するサーバーを通じて世界中に点在する
14万人の会員に情報提供を行っていたが、ペンシルヴェニア州には全会員
の約２パーセント（3000人程度）が居住していた。
この判決の特徴は、インターネットの性質を考慮にいれ、被告のインタ
ーネット利用形態を管轄権行使の判断に組み入れていることである。イン
ターネットに接続する環境が整っていれば、カリフォルニア州にある被告
のサーバーから情報を入手することができるのであり、このサーバーが法
廷地と密接な関連を有するのであれば、管轄権の行使が正当化される方向
にはたらくことになる。
Zippo判決において、裁判所は、はかりの一方の端には、インターネッ
ト経由で顧客と双方向的な通信を行い積極的にビジネスを行っているウェ
ブサイトがあり、他の一方には、情報を発信する機能しかもたない（一方
的な通信しか行われていない）ウェブサイトがある。前者はアクティブ・ウ
ェブサイト、後者がパッシブ・ウェブサイトと呼ぶことができ、アクティ
ブ・ウェブサイトを維持している被告に対しては、管轄権の行使は正当化
される。パッシブ・ウェブサイトについては、被告を法廷地の管轄権に服
せしめるに足る「意図的利用」とはならないとする。
両者の中間には中間的ウェブサイトがあり、この範疇に属するウェブサ
イトについては、顧客との間の双方向の情報交換の程度、商業的利用の程
度によって管轄権行使の正当性が判断される。
Zippo判決に好意的な評釈、判例がある一方で、Zippo判決に疑問を投
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げかける判例もあり、そこでの議論には注目すべき点が見られる。以下
に、これを紹介する。
(２) Hy Cite Corp.v.Badbusinessbureau.com L.L.C
(31)
判決
被告は、西インド諸島の会社で、様々な職種の企業に対する消費者の苦
情を掲示するサイトを運営していた。サイトに掲載された苦情に対して、
企業側からの反論（rebuttal）を有料で掲載することができることになっ
ていた。
原告は、陶磁器の調理器具、ガラス食器等を販売するウィスコンシン州
法人で、同州に本店を有していた。原告は、本件サイトに寄せられた少な
くとも61，000通の苦情に対して反論しようと考え、料金を電子メールで問
い合わせたところ、５万ドルの料金がかかるとの通知を受け取った。
原告は、被告の本件ウェブサイト運営は不正競争、虚偽の広告、誹謗に
あたるとしてウィスコンシン州の連邦地裁に提訴したところ、被告が同州
の管轄権を争ったのである。
裁判所は、インターネットにかかわる事例として Zippo判決が先例と
してその後の判例において踏襲されている事実を認めながらも、Zippo判
決の提示した３つのカテゴリーを用いた判断では不合理な結論が導かれる
ことを指摘する。すなわち、パッシブ・ウェブサイトであっても、被告が
法廷地の被告を害する意図をもっていたときには管轄権が肯定されるべき
で
(32)
あり、アクティブ・ウェブサイトであっても、法廷地の被告を照準に入
れていないときには管轄権の行使を認めることはでき
(33)
ない、と指摘
(34)
した。
(31) 297F.Supp.2d 1154(W.D.Wis.2004).
(32) Panavision International,LP v.Toeppen,141F.3d1316,1322(9?Cir.1998)
を例として挙げる。
(33) GTE New Media Services,Inc.v.Bellsouth Corp.,199F.3d1343,1349-50
(D.C.Cir.2000)を例として挙げている。
(34) 判決は、原告はスライディング・スケール・テストにおいて必要とされる法廷
地との関連性を立証しておらず、また、Calder判決の「効果」のテストに必要な
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(３) 小括
合衆国判例がインターネット関係事件の裁判管轄権について必ずしも同
一の傾向を示しているわけではない。さきに指摘したように、Zippo判決
のスライディング・スケール・テストを踏襲した判例が多か
(35)
ったものの、
他方で Calder判決の「効果」テストに好意的である判例もみられ、いず
れか一方に決することができない状況に
(36)
ある。
カナダのインターネット法研究の第一人者のMichael Geist教授は、紛
争の原因となっているウェブサイトがいかなる性格のものであるのか、そ
れが他州に居住する消費者等に対していかなる影響を有するのかを検討す
ることは簡単ではないことから、裁判所が当該ウェブサイトが法廷地にお
いて現実にどのような効果を与えているかを検討することが実際的である
として
(37)
いる。Zippo判決でいうスケールの両端に位置づけられるアクティ
ブ・ウェブサイトとパッシブ・ウェブサイトの認定は比較的容易であろう
が、その中間に位置するグレイゾーンの領域が広いため、管轄権の行使を
正当化するにあたっては裁判官の裁量に依存することになる結果、判例が
立証もしていないとして、ウィスコンシン州の管轄権を否定した。
(35) 注11に引用した判例参照。
(36) 2001年に発表された、ある論文は、判例はスライディング・スケール・テスト
から Calder判決の「効果」テストに傾きつつあると指摘している。Michael  A.
Geist,Is There a There There?Toward Greater Certainty For Internet Jurisdic-
tion,16BERKELEY TECH.L.J.1345,1371(2001).Geist教授の指摘によれば、
1999年から Zippo判決からの離別が表面化し、2001年には多くの裁判所が Zippo
判決の基準を厳格に踏襲する姿勢を捨て、他の基準を採用するようになったとい
う。それらの判例として、Panavision Int’l.,L.P v.Toeppen,141F.3d1316,1320
(9?Cir.1998);Compuserve v.Patterson,89F.3d1257(6?Cir.1996);Neogen
 
Corp.v.Neo Gen Screening,Inc.,109F.Supp.2d 724,729(W.D.Mich.2000);
Search Force v.Data Force Intern.,112F.Supp.2d771,777(S.D.Ind.2000);
Bochan v.La Fontaine,68F.Supp.2d692,701-02(E.D.Va.1999);Rothschild
 
Berry Farm v.Serendipity Group LLC,84F.Supp.2d904,908(S.D.Ohio1999)
が引用されている。Id.at note144.
(37) Geist,Id.at 1371.
早法86巻１号（2010）18
不統一になるおそれが大きい。
この点に着目すると、合衆国の判例が「効果」テストとスライディン
グ・スケール・テストを併存させ、スライディング・スケール・テストが
機能するアクティブ・ウェブサイトとパッシブ・ウェブサイトの事例が存
続する一方で、グレイゾーンに分類されるウェブサイトについては、「効
果」テストを採用するという状況も説明がつくことになろう。
しかしながら、「効果」テストにも、具体的事件への適用に当たっては、
予見可能性という面で問題がある。インターネットが世界中を覆いつくし
ている現状では、インターネットに接続できる環境があれば、利用者は所
在地の如何を問わずウェブサイトを閲覧できるのであるから、当該ウェブ
サイトの「効果」は世界中で発生することになり、あらゆる地で裁判管轄
権が認められることになりかねない。
このような状況の中で、注目をあびる見解がある。ターゲット・アプロ
ーチ（Target Approach）と呼ばれる。そもそもこの考え方は、連邦最高
裁のAsahi Metal
(38)
判決でO’Connor判事が表明したものであり、外国の
被告に対して裁判管轄権を行使するにあたっては、当該被告が製品を通商
の流れ（stream of commerce）においた（その結果、法廷地に到達した製品
が事故を発生させたことによって裁判が提起された。）ことのほか、被告の予
見可能性という観点から、事故発生地への製品の流通を意図していた（到
達することを充分に計算していた）ことを必要とするというのである。
Asahi Metal事件は製造物責任を問うものであり、インターネットにかか
わる事案ではないが、単に「効果」が発生したというだけでは足りないと
する点において、「効果」テストに対する制約を提示したものといえる。
この見解を強く支持するのは、インターネットの法律問題を研究してい
る Geist教授である。同教授は、その
(39)
論文において、被告の予見可能性の
確保という観点から、３つの基準を設定し、Target Approachを具体化
(38) Asahi Metal Indus.Co.v.Super.Ct.of Cal.,480U.S.102(1987).
(39) 注20参照
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しようと試みる。第１の基準は、被告が準拠法と法廷地についての明示し
ているか、である。準拠法約款と管轄約款は、被告が附合契約という形で
（インターネットの世界では、「クリックラップ
(40)
契約」と呼ばれる。）設けられ、
原告にはその具体的内容については決定権がない。しかし、明示されてい
るのであるから、両当事者に予見可能性は充分に確保されている。しかし
ながら、約款の存在だけを重視するわけではない。契約の相手方が消費者
であることを考慮すると、他のファクターと併せて考慮さ
(41)
れる。
第２は、かつてのインターネット技術では情報の送信先（地域）を設定
することは困難とされていたが、現在はそれが可能となって
(42)
いるという点
である。これが商業的利用に用いられるときには、ウェブサイトが対象と
する地域（国）を明確にすることができる。この
(43)
技術によって、インター
ネット事案に Target Approachを取り込むことができると
(44)
いう。
第３は、被告には自らのインターネット上の活動が行われる場所を知る
ことができる点である。たとえば、書籍やコンピュータ用品のような有体
物をネット上で販売する場合には、送付先を知ることができるのであるか
ら、Target Approachは機能する。他方、音楽データやデジタル情報が
(40) click-wrap contract.インターネットを介して締結される契約であり、一方の
当事者たる消費者は、ホームページを使って商品、サービスを提供する側（被告）
の用意した約款に合意する意思表示としてアイコン等をクリックすることで成立す
るとされる契約。大量・定型契約について附合契約が有効とされるのと同じ理由
で、原則として有効と解されている。
(41) Geist,Id.at 1386.
(42) Geist教授は、この技術の存在をしめす根拠として、New York Times 2001
年４月２日の、Bob Tedeschiの記事“E-Commerce:Borders Returning to the
 
Internet”を引用する。この記事は、New York Times のウェブサイトから入手
できる。記事本文は、資料として添付している。http://www.nytimes.com/2001/
04/02/technology/02ECOMMERCE.html?ex＝1223092800&en＝f90c4350f658d54
c&ei＝5070
(43) Geist教授は、この技術を提供する会社とその技術について説明している。Id.
at 1396.
(44) Geist,Id.at 1396-97.
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取引される場合には、それを購入する者の所在を明らかにすることは難し
い。しかし、Geist教授は、オンラインのデジタル取引にはクレジットカ
ードのよる支払が行われ、その手続の際に購入者は住所等を告知するので
あるから、売買の成立に先立つ情報をもとに、取引を検討することができ
ると
(45)
いう。この点については、別稿でくわしく検討する予定である。
３ オーストラリアのインターネット裁判管轄権
アメリカ合衆国におけるインターネット事件の裁判管轄問題について判
例の対立が続いている中で、オーストラリア最高裁が「効果」テストを採
用して注目を浴びた。この判決は、世界の最高裁の中で、はじめてインタ
ーネット上の記事が名誉毀損となるかを判断するための管轄権を論じたも
のであった。
Dow Jones & Co.v.Gutnick
(46)
判決である。ニューヨーク州に本拠を置
く被告 Dow Jones & Co.は経済紙Wall Street Journalと雑誌 Barron’s
を発行しているほか、インターネットにWSJ.comというウェブサイトを
開設し、会員制を採用してニュース配信を行っている。原告の Joseph
 
Gutnick氏はメルボルンの実業家であり、いくつかの国で事業を行ってい
るが、活動の中心はビクトリア州にあった。
原告によれば、被告は原告をマネー・ロンダーと名指しする「Unholy
 
Gains」というタイトルの記事を
(47)
Barron’s誌に掲載するほか、インターネ
ット版の Barron’s Onlineにも掲載した。この結果、原告のビジネスマン
(45) Geist,Id.at 1403-04.
(46)［2002］HCA56,210CLR575,2002Austl.High Ct.LEXIS61(Dec.10,2002).
(http://www.austlii.edu.au/au/cases/cth/high ct/2002/56.html)
(47) 本件記事が掲載された Barron’s誌そのものは、ヴィクトリア州では、ニュー
ススタンドで5冊だけが販売されたにすぎないと被告は主張している。Id.para.97.
最高裁判決によれば、記事は、インターネット版に掲載され、550万人の会員読者
がいて、そのうちの1700人がオーストラリアの読者であるという。
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としての評判は、ヴィクトリア州において毀損されたというのである。原
告の立場からすると、名誉侵害の行われた同州に裁判管轄権があるとい
う。他方、本件記事が保存されているサーバーは、ニュージャージー州に
存在していた。オンラインのニュースを読むためには会員とならなければ
ならないところ、ウォールストリート・ジャーナルのオーストラリア会員
は1700人程度で、そのうちの300人がヴィクトリア州の会員であ
(48)
ったとい
う。
連邦最高裁（High Court）によれば、名誉毀損の準拠法は、不法行為の
行われた地、すなわち公表（publication）の地の法である。そこで問題に
なるのが、公表がどこで行われたか、である。
?公表」について、原告と被告の見解は大きく異なる。すなわち、原告
は、当該の記事がヴィクトリア州においてウェブを閲覧者によってダウン
ロードされた時点で公表が行われたと主張するのに対し、被告は、サーバ
ーの所在するニュージャージー州において公表がなされたと主張する。被
告は、原告の見解に対して、ダウンロードされた地を公表地とするときに
は、世界中からアクセスが可能なインターネットの特性に照らして、あら
ゆる国で公表がなされたと解することになってしまうと批判する。
連邦最高裁は、不法行為の分野において、インターネットの出現により
新しい問題が出現したことを詳細に述べる。オーストラリアにおいて名誉
毀損（defamation）とは社会的評価（reputation）の毀損をもたらす公表に
重点が置かれ、厳格責任（strict liability）の下で、評価を損なう意図は要
求されず、被告が合理的な注をもって行動した場合でも責任を追及される
のである。名誉の毀損は、読者、聴取者が理解したときになされたことに
なる。本件のように、インターネットを介して流布される文書について
は、様々な地で読まれることから、公表の地が問題に
(49)
なる。
(48) Id.para.169.
(49) この点について、最高裁判決は、アメリカ法を参照する。すなわち、最初に、
第２不法行為リステイトメント577A条の規定を引用し、同一の事件について複数
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判決は、公表に地について、名誉毀損は社会的評価を保護目的とするも
のである以上、被告の主張（サーバーの所在地を中心に公表地を考えるべき
とする。）は問題にならず、名誉の毀損が発生した地（訴訟原因発生地）と
考えるべきである、と
(50)
する。その上で、名誉の毀損（訴訟原因）は、ウェ
ブサーバーからデータをダウンロードし、読解できる状態になった地で発
生したと考えるべきであるとの結論を導くのである。
この結論の背景には、次の事情があることも考えなければならないであ
の地で裁判が行われないようにする single publication ruleに言及するが、このル
ールは本件には不適切であると断定する。なぜならば、single publication ruleの
もとでサーバーへのアップロードを公表と考えると、被告の出版社（情報発信者）
は名誉毀損の責任が低く設定されている地にサーバーを置くことで、責任を免れる
という操作をすることができてしまうからである。
?577A
(1）Except as stated in Subsections(2)and(3),each of several communica-
tions to a third person by the same defamer is a separate publication.
(2）A single communication heard at the same time by two or more third
 
persons is a single publication.
(3）Any one edition of a book or newspaper,or any one radio or television
 
broadcast,exhibition of a motion picture or similar aggregate communication
 
is a single publication.
(4）As to any single publication,
(a）only one action for damages can be maintained.;
(b）all damages suffered in all jurisdictions can be recovered in the one
 
action;and
(c）a judgment for or against the plaintiff upon the merits of any action for
 
damages bars any other action for damages between the same parties in all
 
jurisdictions.
(50) この考え方は、multiple publication ruleと呼ばれ、1849年の判決 Duke of
 
Brunswick v.Harmer,14Q.B.185(Eng.1849)に由来する。この事件で、被告
は、その使用人に、新聞の綴りの中に名誉毀損をもたらす記事があることを承知の
上で、それを送付した。17年前の記事であり、出訴期限にかかっているものであっ
たが、記事を読むことを求めたことにより、名誉毀損が新しく発生することになっ
たか否かが問題になった。裁判所は、新しく読むことにより、新たに「公表」が発
生し、あらたな訴訟原因が生じた、と判示した。
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ろう。アメリカ合衆国においては表現の自由、出版の自由が他のコモンロ
ー諸国よりも広く保護されて
(51)
おり、被害者保護に傾くこれらの国とは異な
る結論がもたらされる可能性がある。しかも、single publication ruleの
もとで、合衆国で最初に出版、アップロードされた記事による名誉毀損で
は、世界の他の国で発生した損害についてアメリカ法が適用さ
(52)
れることに
なり、被害者保護に欠ける結果が生じてしまうという懸念がある。表現の
自由との関係でアメリカ法と他の国との間に実質法上の相違が、裁判管轄
権の判断に大きな影響を及ぼしているのである。
Dow Jones判決は、大きな反響を呼び起こ
(53)
した。
(51) New York Times Co.v.Sullivan,376U.S.254(1964)参照。オーストラリ
アの状況については、Andrew T. Kenyon, Defamation and Critique: Political
 
Speech and New York Times v.Sullivan in Australia and England,25 Melb.U.
L. Rev. 522 (2001).
(52) Callinan最高裁判事は、その同意意見において、アメリカ法が主導権を握る
ことに対する懸念を表明している。“I agree with the respondent’s submission
 
that what the appellant seeks to do ,is to impose upon Australian residents for
 
the purposes of this and many other cases, an American legal hegemony in
 
relation to Internet publications.The consequence,if the appellant’s submission
 
were to be accepted would be to confer upon one country,and one notably more
 
benevolent to the commercial and other media tha this one,an effective domain
 
over the law of defamation, to the financial advantage of publishers in the
 
United States,and the serious disadvantage of those unfortunate enough to be
 
reputationally damaged outside the United States.［2002］HCA56.at para200.
(53) Nathan W.Garnett,Dow Jones & Co. v. Gutnick: Will Australia’s Long
 
Jurisdictional Reach Chill Internet Speech World-Wide?, 13 Pac. Rim L. &
Pol’y J.61,61(2004).本判決についてのコメントは少なくないが、代表的なもの
は以下のとおりである。Richard L. Creech, Dow Jones and the Defamatory
 
Defendant Down Under:A Comparison of Australian and American Approaches
 
to Libelous Language in Cyberspace,22 J. Marshall J.Computer & Info.L.553
(2004）（結論の部分で、ハーグ条約に言及し、当事者の常居所地の管轄権を認め
る可能性を示唆する。);Bryan P.Werley,Aussie Rules: Universal Jurisdiction
 
Over Internet Defamation,18 Temp. Int’l & Comp.L. J.199 (2004);John Di
 
Bari,A Survey of the Internet Jurisdiction Universe,18 N.Y.Int’l L.Rev.123
(2005);Shawn A.Bone,Private Harms in the Cyber-World :The Conundrum
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コモンロー諸国における文書による名誉毀損の基本原則では、公表の地
（読まれた地）が管轄権を有する。本判決は、この伝統的理論をインターネ
ットに適用したものであり、他のコモンロー諸国に対する影響も少なくな
い。以下、この点について簡単にふれることにする。
４ コモンロー諸国における Dow Jones判決への対応
(１) イギリス判決 イギリスの裁判所は、オーストラリアと同様の対
応をする
King v.Lewis
(54)
判決がある。
原告Kingは、ボクシング興業のプロモーターで合衆国フロリダ州に居
住するアメリカ合衆国市民である。被告ルイス（Lewis）は、英国民でヘ
ビー級世界チャンピオンのボクサーである。また被告 Lion Promotions
 
LLC（以下、「Lion社」と称す。）は、ルイスのプロモーション会社でネヴ
ァダ州に本拠を置いている。さらに、被告 Judd Bursteinはニューヨーク
州の弁護士で本件被告らの代理人である。
この事件の発端は、ニューヨーク州における訴訟にある。Lion社と
Lewisは、元のヘビー級チャンピオンのマイク・タイソン、およびマイ
ク・タイソンの所有する会社Mike Tyson Enterprises Inc.、ならびに、
KingおよびKingの所有する会社 Don King Productions Inc.（以下、
「DKP社」と称す。）に対して訴訟を提起した。この訴訟で Burnsteinは
Lion社と Lewisを代理した。この訴訟において、Kingが、ルイスとタ
イソンとの間で行われる予定であった試合に介入したことが主張された。
その訴訟で提出された訴状には、以下の点が述べられていた。
１．Kingと DKP社は、DKP社がタイソンのプロモーターであったときに
of Choice of Law for Defmation Posed by Gutnick v. Dow Jones & Co., 62
 
Wash. & Lee L. Rev. 279 (2005).
(54)［2005］E.M.L.R.4(C.A.)
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タイソンから１億ドルを盗み、弁護士によって2000万ドルを超える金額で和
解した。しかし、Kingはタイソンが訴訟を提起したときには破産してしま
うことから、その訴訟を回避しようとしている。
２．Kingはタイソンが次のルイスとの試合を行わないように賄賂、恐喝等
の手段を労している。具体的には、Kingはタイソンの友人に電話をかけ、
試合を行わないよう強迫したというものである。この結果、Lion社とルイ
スは少なくとも3500万ドルの損失をこうむった。これに対しては、３億5000
万ドルの懲罰的賠償が命じられるべきである。
被告である弁護士の Burnsteinは、この訴状をカリフォルニア州にサー
バーがあるウェブサイト boxingtlk.comに掲示した。また、Sun紙も
“LEWIS:I WAS CONNED”というタイトルの記事を掲載し、ニューヨ
ーク州における訴訟を紹介した。
さらに、ニューヨーク訴訟に関するKingの発言について Burnsteinが
述べたコメントが fightnews.com、およびNew York Daily Newsに掲載
された。そこでは、Burnsteinについて反ユダヤ的表現（anti-semitic
 
remark）がなされたことが述べられていた。
このような状況の下で、カリフォルニア州のウェブサイトに掲載した記
事について、名誉毀損の訴がイングランドにおいて提起された。
イギリスの裁判はニューヨークにおける訴訟と競合することになるた
め、イギリスでの判断は、いずれの国が forum conveniensであるか、と
いう点に集中した。その判断にあたって、不法行為事件の裁判管轄は不法
行為の行われた地にあるとして、インターネット上での名誉毀損について
の前掲オーストラリア最高裁 Dow Jones v.Gutnick判決を引用するので
ある。その上で、裁判所は、single publication ruleをとらないことを明
らかにし、さらに、インターネット事案に対応させた管轄ルールを採用し
ないことを述べた。
Richardson v.Schwartzenegger
(55)
判決も同様の対応を示した。
この名誉毀損事件は、シュワルツネッガ―・カリフォルニア州知事が被
(55)［2004］E.W.H.C,2422(Q.B)
早法86巻１号（2010）26
告の一人とされた事例である。他の被告は、シュワルツネッガ―の知事選
広報担当である Sean Walshとハリウッド映画広報係の Sheryl Mainで
あった。他方、原告は、連合王国に居住する同国民で、テレビ番組のキャ
スターであった。
原告がロンドンのホテルで被告シュワルツネッガ―に主演映画について
インタビューを行ったときに、被告が原告の身体にさわるというセクハラ
行為を行ったと原告がテレビ番組で報道したことについて、被告Walsh
とMainはロサンゼルス・タイムズの紙面で、原告の主張は虚偽であると
答えたことが報道された。
同紙は連合王国で公表されたばかりでなく、この記事がインターネット
のウェブサイトでも取り上げられて同国内で読まれたため、原告の名誉が
損なわれたとしてロンドンで訴訟が提起されたのである。
裁判所は、連合王国が事件の審理に適切であるかどうかという観点で審
理を展開するが、その中で、オーストラリア最高裁の Gutnick v. Dow
 
Jones 判決、さらに Lewis v. King 判決を引用し、連合王国においては
「当該の文言が読まれ、あるいはダウンロードされた法域においてインタ
ーネットによる公表が行われたとするのが確立された」原則であるとし、
国境を越えた文書誹毀事件では single publication ruleは適用されないと
した。
以上の判例を見る限り、オーストラリアと同じく、連合王国においても
「効果」テストが採用されていることを示しているといえるであろう。
なお、Kingu判決、Richardson判決とも、前に述べたとおり、Forum
 
Conveniensの観点が採り入れられており、適切な法廷地であることの認
定のためのファクターとして、法廷地との関連性が強く意識されることに
なる。このことは、アメリカ法でいうところの、Target Approachと共
通するといえるであろう。
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(２) カナダ
カナダにおいても、オーストラリア、連合王国に歩調をあわせた判例が
見られる。
Bangoura v.The Washington Post
(56)
判決を検討する。
原告はカナダ国民で、当時国連職員としてアフリカに勤務し麻薬取締プ
ログラムを担当していたが、現在はオンタリオ州に居住している。ワシン
トン特別区で新聞を発行しているWashington Postのほか、同紙の３人
の記者が被告とされている。原告は、原告の国連での仕事について書かれ
た記事の公表の差止、記事の撤回、および損害賠償を求めてオンタリオ州
裁判所に提訴した。
1997年１月５日に、被告Washington Postは、“Cloud of Scandal Fol-
lows UN Drug Official:Bourtros-Ghali Ties Allegedly Gave Protec-
tion”との見出しで記事を掲載し、原告の同僚によれば、原告には象牙海
岸（現在のコートジボワール共和国）に勤務中にセクハラ行為、公金の不正
使用があったが、原告の義父が当時の国連事務総長の友人であったことを
悪用して処罰を免れたことを指摘していた。この記事が原因となって、原
告は、同年１月９日、麻薬取締プログラムのアフリカ東部・南部地域の副
局長の職務を停止になった。
翌日、Washington Postは、“UN Removes African from Drug
 
Agency:Controversial Envoy’s Misconduct Cited”と題する記事を公表
した。
その後、原告はモントリオールに居住する家族と合流し、訴訟提起時に
はオンタリオ州に居住していた。個人の被告は、現在、それぞれヴァージ
ニア州、ニューヨーク州、フロリダ州に居住している（訴訟の提起がなさ
れた2003年の２年前にカナダ国籍を取得した。）Washington Post紙は1997年
１月５日の時点で発行部数110万6968部を数え、その95％以上がワシント
(56) 48C.P.C.(5?)318,235D.L.R.(4?)564(2003),reversed by17C.P.C.(6?)
30,258D.L.R.(4?)341(2005).
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ン特別区内で配布されている。オンタリオ州で配達されているのは７部に
過ぎなかった。
本件で問題になった記事は、Washington Post紙のウェブ版にも掲載
され、２週間は無料で誰もが読むことができた。また、２つの記事の要約
はファイルとして保存され、いつでも無料で読むことができる状態にあっ
た。
なお、ヨーロッパについて若干言及しておく。EU諸国の裁判管轄規則
を統一するブラッセル条約（Brussels Convention on Jurisdiction and the
 
Enforcement of Judgments in Civil and Commercial Matters）があるが、同
条約は1968年に成立したものであり、これを電子商取引に適用することに
は否定的な見解も
(57)
ある。ブラッセル規則が成立する前は、同条約14条の下
で、消費者契約については、消費者の住所地と被告事業者の営業の地に管
轄を認めることになっていたものの、これでは被告側の不利益に働くこと
になり、電子商取引の拡大に足かせとなると考えられた。そこで、ブラッ
セル規則では、15条が被告の営業所所在地に管轄を認めて、被告の予見可
能性を確保している。この点は、今後の研究の対象としたい。
結びにかえて
インターネットを介した電子商取引はビジネスチャンスを拡大する一方
で、紛争の種を世界中にまきちらしているともいえる。国境を制約なしに
越えることのできるインターネット取引の紛争を解決するうえで、裁判管
轄の問題は避けて通ることができない。しかしながら、現状ではこの点は
いまだ混沌としており、世界的な統一ルールが期待されるところである。
電子商取引の活性化のためには、現在のところ電子商取引の中でも B
(57) Michael Cordera,Note and Comment,E-Consumer Protection:A Compara-
tive Analysis of E.U. and U.S. Consumer Protection and the Internet, 27
 
Rutgers Computer & Tech. L. J. 231, 241 (2001)
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to C取引における消費者の保護の視点が重視されなければならないと同
時に、もう一方の当事者である事業者の利益も無視できない。事業者が遠
隔の地での訴訟をおそれ、事業から撤退することがあってはならないから
である。その点からすると、取引当事者双方の利益を考慮する余地のある
方法として target approachが優れているように思われるが、なお検討を
続けたい。
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